
【公共事業関係費】

【河川事業】
（治水事業（直轄））

10年継続
中

297 1,980 351 5.6

鳴瀬川中流部は浸水被害が
度々発生する治水安全度の
低い地域である。このた
め、河道掘削及び堤防拡築
を実施し、治水安全度の向
上を図り、地域住民が安心
して暮らせる環境を早急に
整える必要がある。

継続
河川局治水課

（課長　関克己）
本省配分
対象事業

10年継続
中

119 19,584 1,312 14.9

・旧北上川では平成14年7
月の出水により、浸水被害
が生じ、石巻市や旧桃生町
では避難勧告が発令され
た。
・既存の分流施設では、北
上川の治水計画である旧北
上川への洪水量0m3/sとす
る調整ができないため、出
水時には既存施設を越流し
旧北上川へ流入するため水
位が高くなり、被災リスク
が高くなっている。
・このため、施設の改築を
行い、北上川下流域の治水
安全度の向上を図る必要が
ある。

継続
河川局治水課

（課長　関克己）
本省配分
対象事業

【河川事業】
（補助事業等）

再々評価 136 4,449 152 29.2

・岩崎川では、一部で護岸
が整備されているものの、
河道の流下能力が低く、過
去に家屋や農地等の浸水被
害が発生していた。このよ
うな状況下で、近年沿川に
おいては市街化が著しく進
んでおり、岩手医大の移転
が本格化する等、沿川資産
の一層の増加が予測される
ことから、未だ未着手であ
る区間の改修を着実に進め
浸水被害の軽減を図る必要
がある。
・本川の約5.0㎞区間が完
成したことにより、全体想
定氾濫面積約1,785haのう
ち、岩崎川左岸下流域の約
327ha，344世帯への浸水被
害、国道４号の冠水被害な
どが軽減したと判断してい
る。また、H14洪水では、
未改修区間で一部溢水する
危険があったが、改修済区
間では安全に洪水を流下さ
せることが出来た。

継続

東北地方整備局
河川部地域河川課
（課長 佐藤慶

亀）

一括配分
対象事業

10年継続
中

12 117 11 10.3

・事業区間は九戸村の中心
地であり、想定氾濫区域に
は九戸村役場や消防署とい
う重要な公共施設があるこ
とから、引き続き治水安全
度の向上を図る必要があ
る。
・計画区間のうち、極端に
流下能力が低かった蒔田橋
架替え及び南田頭首工撤去
を行ったことにより、流下
能力が全川で約50％になっ
ている。

継続

東北地方整備局
河川部地域河川課
（課長 佐藤慶

亀）

一括配分
対象事業

その他 50 471 105 4.5

・夏川は計画延長L=8,810m
のうち、下流区間L=6,500m
の改修が概成しているが、
未改修である上流L=2,310m
において、平成14年、18年
と漏水被害等が発生してお
り、地域住民から早期の回
収要望が出されている。な
お、夏川は県境河川となっ
ており、左岸は岩手県で整
備することとしている。

継続

東北地方整備局
河川部地域河川課
（課長 佐藤慶

亀）

一括配分
対象事業

鳴瀬川直轄河川改
修事業（中流部）
東北地方整備局

【内訳】
被害防止便益：1,980億円
【主な根拠】
浸水軽減戸数：297戸
浸水軽減面積：510ha

北上川下流直轄河
川改修事業（旧北
上川分流堰地区）
東北地方整備局

【内訳】
被害防止便益：19,584億円

【主な根拠】
浸水軽減戸数：3,188戸
浸水軽減面積：1507ha

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
対応方針

費用:C
(億円)

費用便益分析

Ｂ／Ｃ

【内訳】
　被害防止便益：4,449億円
【主な根拠】
　浸水軽減戸数：373戸
　浸水軽減面積：117.5ha

【内訳】
　被害防止便益：117億円
【主な根拠】
　浸水戸数：34戸
　氾濫面積：2.70ha

【内訳】
　被害防止便益：471億円
【主な根拠】
　浸水軽減戸数:60戸
　浸水軽減面積:302ha

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析

便益の内訳及び主な根拠

便益の内訳及び主な根拠

貨幣換算が困難な効果等
による評価

貨幣換算が困難な効果等
による評価

事 業 名
事業主体

岩崎川広域基幹河
川改修事業
岩手県

瀬月内川広域一般
河川改修事業
岩手県

迫川（夏川）広域
基幹河川改修事業
宮城県

再評価結果一覧【評価書】

担当課
（担当課長名）

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

対応方針貨幣換算した便益:B(億円) 備考

備考



再々評価 182 1346 159 8.4

・五間堀川は、平成6年9月
の集中豪雨により、約
3,600戸の浸水被害や、仙
台空港が冠水により運行不
能となるなど甚大な被害を
受けた。このため河川激甚
災害対策緊急事業等により
中流岩沼市街地の治水安全
度は1/10程度まで向上して
いるが、引き続き下流及び
上流期間の整備を実施する
必要がある。

継続

東北地方整備局
河川部地域河川課
（課長 佐藤慶

亀）

一括配分
対象事業

再々評価 245 939 212 4.4

・多田川では、近20年の間
に17回の浸水被害が発生し
ている。多田川は、５河川
の整備を進めるものである
が、特に治水安全度が低
く、大崎市街地を貫流する
大江川を中心に整備を進め
ている。大江川沿川では、
古川南土地区画整理事業に
よる宅地造成が平成17年度
に完了し、沿川資産の増加
が見込まれることから、早
期に回収を進め浸水被害の
軽減を図る必要がある。

継続

東北地方整備局
河川部地域河川課
（課長 佐藤慶

亀）

一括配分
対象事業

10年継続
中

87 138 132 1.0

・三種川は、過去10カ年で
4回の浸水被害を発生させ
ており、特に山本町中心市
街地が浸水区域となること
から、その被害は甚大であ
る。
・県道が浸水することによ
り、山本中学校が陸の孤島
となり生徒達が危険にさら
される可能性が高い。
・このため浸水被害を早急
に解消する必要がある。

継続

東北地方整備局
河川部地域河川課
（課長 佐藤慶

亀）

一括配分
対象事業

【ダム事業】
（補助事業）

再々評価 215 333 226 1.5

・昭和41年（浸水家屋160
戸）に多大な浸水被害を
被った。
・当該事業の実施により、
ダム地点で計画高水流量
130m3/sのうち最大100m3/s
を調節し、小坂川沿川を洪
水から防御する。また、取
水の安定化及び河川環境の
保全を図るとともに、小坂
町及び鹿角市に対し日最大
4,600m3の新規水道用水の
供給を図る。

継続
河川局治水課

（課長　関克己）
本省配分
対象事業

再々評価 800 1,410 447 3.2

・昭和22年、23年、25年と
たてつづけて多大な浸水被
害を被った。近年において
も平成14年7月に浸水家屋
199戸の被害が生じた。
・当該事業の実施により、
ダム地点で計画高水流量
650m3/sのうち最大570m3/s
を調節し、漆沢ダム(既設)
及び田川ダム(実調中)等と
合わせ、三本木基準点にお
ける計画高水4,100m3/sの
うち1,000m3/sの洪水調節
を行い、鳴瀬川沿川を洪水
から防御する。また、取水
の安定化及び河川環境の保
全を図るとともに、鳴瀬川
沿岸地区の農地1,904haに
対して新規かんがい用水を
確保する。

継続
河川局治水課

（課長　関克己）
本省配分
対象事業

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

対応方針

【内訳】
　被害防止便益：1,346億円
【主な根拠】
　浸水軽減戸数:989戸
　浸水軽減面積:546ha

【内訳】
　被害防止便益：939億円
【主な根拠】
　浸水軽減戸数:819戸
　浸水軽減面積:389ha

【内訳】
　被害防止便益：149億円
　流水の正常な機能の維持に
　関する便益：184億円

【主な根拠】
　浸水軽減戸数：696戸
　浸水軽減面積：98ha

【内訳】
　被害防止便益：1,062億円
　流水の正常な機能の維持に
　関する便益：348億円

【主な根拠】
　浸水軽減戸数：403戸
　浸水軽減面積：491ha

費用便益分析

【内訳】
　被害防止便益:138億円
【主な根拠】
　浸水軽減戸数:21戸
　浸水軽減面積:27.5ha

貨幣換算が困難な効果等
による評価

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

五間堀川広域基幹
河川改修事業
宮城県

多田川広域基幹河
川改修事業
宮城県

三種川広域基幹河
川改修事業
秋田県

砂子沢ダム建設事
業
秋田県

筒砂子ダム建設事
業
宮城県

貨幣換算が困難な効果等
による評価

対応方針
担当課

（担当課長名）
事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

備考

備考



再々評価 88 85 48 1.8

・昭和61年及び平成６年
（浸水家屋686戸）に多大
な浸水被害を被った。近年
においても平成14年7月に
被害が生じた。
・当該事業の実施により、
ダム地点で計画高水流量
45m3/sのうち最大40m3/sを
調節し、川内沢川沿川を洪
水から防御する。また、取
水の安定化及び河川環境の
保全を図る。

継続
河川局治水課

（課長　関克己）
本省配分
対象事業

再々評価 60 71 57 1.2

・昭和52年及び昭和56年
（浸水家屋48戸）に多大な
浸水被害を被った。近年に
おいても平成14年7月に被
害が生じた。
・当該事業の実施により、
ダム地点で計画高水流量
70m3/sのうち最大52m3/sを
調節し、伊里前川沿川を洪
水から防御する。また、取
水の安定化及び河川環境の
保全を図るとともに、南三
陸町（旧歌津町）に対し日
最大1,000m3の新規水道用
水の供給を図る。

継続
河川局治水課

（課長　関克己）
本省配分
対象事業

【砂防事業等】
（砂防事業（直轄））

10年継続
中

3,870 13,267 3,870 3.4

・本事業の主な保全対象には、
国道７号、国道１１２号、山形
自動車道、ＪＲ羽越本線などの
重要交通網やライフラインが多
数通過しており、土砂氾濫等に
より交通等が寸断された場合、
地域の生活や経済に与える影響
は極めて大きい。
・災害時要援護者関連施設であ
る老人ホーム１カ所、幼稚園４
カ所や避難場所・避難路等重要
な施設が５２カ所が土砂氾濫区
域内に立地しており、土砂災害
からの危険を早期に解消する必
要がある。
・上流域に月山(がっさん)や朝
日山系の荒廃地を抱えており、
地形が急峻で浸食作用が活発で
ある。
・流域では、昭和11年以降、平
成１７年度まで69年間に４年に
１度の頻度で土砂災害が発生し
ている。
　以上のことから、地域住民の
生命と生活を土砂災害から守る
とともに国土を保全するため、
砂防事業を継続する必要があ
る。

継続

本省河川局
砂防部保全課
（課長　牧野裕

至）

本省配分
対象事業

赤川水系直轄砂防
事業
（赤川流域）
東北地方整備局

【内訳】
直接的被害軽減：13,093億円
間接的被害軽減：   174億円
【主な根拠】
人家：8,041戸
氾濫面積（耕地）：4,224ha
災害弱者関連施設  ：老人ホー
ム１カ所、幼稚園４カ所
避難場所・避難路  ：５２カ所
国道等：国道7号、国道112号、
国道345号、県道349号、
　　　　　　　　　　　山形自
動車道
鉄道：ＪＲ羽越本線

払川生活貯水池建
設事業
宮城県

【内訳】
　被害防止便益：36億円
　流水の正常な機能の維持に
　関する便益：35億円

【主な根拠】
　浸水軽減戸数：2戸
　浸水軽減面積：2ha

Ｂ／Ｃ

【内訳】
　被害防止便益：64億円
　流水の正常な機能の維持に
　関する便益：21億円

【主な根拠】
　浸水軽減戸数：24戸
　浸水軽減面積：17ha

担当課
（担当課長名）

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析

便益の内訳及び主な根拠

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

対応方針
貨幣換算が困難な効果等

による評価

川内沢ダム建設事
業
宮城県

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
（担当課長名）

備考

備考



【砂防事業等】
（砂防事業（補助））

10年継続
中

14 42 13 3.3

・本地域には、地域防災計
画上の避難場所・避難路と
して位置づけられている御
返事部落会館や複数の市道
が存在し迂回路はない。
・上流域では浸食・崩壊が
進行し複数箇所で不安定土
砂が堆積していることか
ら、今後の降雨により土石
流災害の発生が懸念されて
いる。
・下流にはＪＲ奥羽線と国
道13号を有しており、多量
の土砂が流出した際の被害
は計り知れないものがあ
る。
・土砂災害の危険が高まっ
た際には、県の雨量情報シ
ステムによる危険度判定情
報を提供する体制が整って
いる。
・地元住民から要望書があ
げらており、地元住民の要
望が大きい。
以上のことから、地域住民
の生命と生活を土砂災害か
ら守るため、砂防事業を継
続する必要がある。

継続
本省河川局砂防部
保全課（課長　牧

野裕至）

本省配分
対象事業

【砂防事業等】
（地すべり対策事業（直轄））

再々評価 227 300 227 1.3

・豊牧地すべり地は、月山
山系を水源とする最上川水
系銅山川右支川、赤松川中
流の両岸に沿って分布して
いる第三紀層地すべり地帯
の総称であり、地すべり地
帯及び下流域には豊牧・里
道・沼の台・滝の沢・折
渡・中野・平林の各集落が
連なっている。
・豊牧地区地すべりは、古
くから活発な地すべり活動
歴があり、地すべりによる
土砂移動によって大きな被
害を受けてきている。
・豊牧地すべり地の末端を
流下する赤松川下流域には
国道458号、県道３０号の
重要交通網があり、地すべ
りで形成される天然ダムの
決壊による土砂砂氾濫等に
より交通が寸断された場
合、地域経済に与える影響
は極めて大きい。
・また、避難場所・避難路
２カ所が地すべり区域及び
下流に立地しており、早期
に地すべり移動を抑止する
必要がある。
以上のことから、地域住民
の生命と生活を土砂災害か
ら守るとともに国土を保全
するため、地すべり対策事
業を継続する必要がある。

継続
本省河川局

砂防部保全課
（課長　牧野裕至）

本省配分
対象事業

豊牧地区
直轄地すべり対策
事業
東北地方整備局

【内訳】
直接的被害額　299 億円
間接的被害額 　1.0 億円
　
【主な根拠】
人家80戸
国道458号0.2km、県道30号
0.7km
公民館等 ６ヵ所
耕地 278ha
避難場所・避難路 ２ヵ所

便益の内訳及び主な根拠

便益の内訳及び主な根拠

【内訳】
直接的被害軽減 42.0億

【主な根拠】
・被害家屋98戸
・耕地980a
・橋梁4橋、市道3,400m　等

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

御返事川火山砂防
事業
秋田県

担当課
（担当課長名）Ｂ／Ｃ

貨幣換算が困難な効果等
による評価

対応方針

貨幣換算が困難な効果等
による評価

対応方針
担当課

（担当課長名）Ｂ／Ｃ

備考

備考



【砂防事業等】
（地すべり対策事業（補助））

再々評価 6.8 9.5 6.5 1.5

・当箇所の主要地方道は迂
回路がない。
・地元住民からは早期事業
完成を要望されている。
・地域における防災意識は
高い。
・土砂災害に関わる情報の
提供を行っている。
・避難活動等のための土砂
災害に対する取組が実施さ
れている。
以上のことから、地域住民
の生命と生活を土砂災害か
ら守るため、地すべり対策
事業を継続する必要があ
る。

継続
本省河川局

砂防部保全課
（課長　牧野裕至）

本省配分
対象事業

事 業 名
事業主体

本省河川局
砂防部保全課

（課長　牧野裕至）
155 2.9

・平根地すべり地は、月山
山系を水源とする最上川水
系角川右支川、沢内川中流
の両岸に沿って分布してい
る第三紀層地すべり地帯の
総称であり、地すべり地帯
及び下流域には平根、片
倉、勝地、上野、沢内、本
郷、十二沢、鹿ノ沢、中
沢、三ツ沢などの各集落が
連なっている。
・平根地区地すべりは、古
くから活発な地すべり活動
歴があり、宅地や耕地、県
道等に段差や亀裂が生じる
など地すべり災害による大
きな被害を受けてきてい
る。
・平根地すべり地の末端を
流下する沢内川下流域には
国道47号、県道57号の重要
交通網があり、地すべりで
形成される天然ダムの決壊
による土砂砂氾濫等により
交通が寸断された場合、地
域経済に与える影響は極め
て大きい。
・また、災害弱者関連施設
である保育所１カ所、避難
場所・避難路 ５カ所が地
すべり区域及び下流に立地
しており、早期に地すべり
移動を抑止する必要があ
る。
以上のことから、地域住民
の生命と生活を土砂災害か
ら守るとともに国土を保全
するため、地すべり対策事
業を継続する必要がある。

継続

【内訳】
直接的被害額　444 億円
間接的被害額　 7.4 億円

【主な根拠】
人家260戸
国道47号1.7km、県道57号
10.0km、ＪＲ陸羽西線1.0km
官公署２ヵ所、学校２ヵ所、公
民館等１１ヵ所
耕地 146ha
災害弱者関連施設 保育所１ヵ
所
避難場所・避難路 ５ヵ所

平根地区
直轄地すべり対策
事業
東北地方整備局

再々評価 155 451

高造路　地すべり
対策事業
山形県

【内訳】
直接的被害軽減　9.5億円

【主な根拠】
人家24戸
主要地方道1,270m
橋梁3橋　等

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

貨幣換算が困難な効果等
による評価

対応方針
担当課

（担当課長名）
事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

本省配分
対象事業

備考

備考



【砂防事業等】
（急傾斜地崩壊対策事業（補助））

再々評価 12 18 11 1.6

・本地域には、地域防災計
画上の避難場所・避難路と
して位置づけられている公
民館や市道が存在し迂回路
はない。
・本地域における災害のう
ち、近年で大きなものは平
成14年7月の豪雨により斜
面崩壊が1箇所で発生し、
家屋半壊の被害を受けた。
・管内の多くは山麓である
が、当地区においては斜面
末端まで宅地開発が進展し
ている。
・土砂災害の危険が高まっ
た際には、県の雨量情報シ
ステムによる危険度判定情
報を提供する体制が整って
いる。
・地元住民から要望書があ
げらており、地元住民の要
望が大きい。
以上のことから、地域住民
の生命と生活を土砂災害か
ら保全するため、急傾斜地
崩壊対策事業を継続する必
要がある。

継続
本省河川局砂防部

保全課
（課長　牧野裕至）

本省配分
対象事業

【海岸事業】
（補助事業等）

再々評価 21 34 33 1.0

・本荘海岸の背後には新潟
と青森を結ぶ主要幹線道路
の国道7号があることか
ら、旅客・物流が遮断され
た場合、付近に迂回路がな
いため損害は広域的かつ甚
大なものとなる。また、災
害時の緊急・救護輸送道路
として位置づけされており
その影響については計りし
れないものがある。
・このため侵食による被害
を未然に防止する必要があ
る。

継続

本省河川局
砂防部保全課

海岸室
(室長　岸田弘之)

本省配分
対象事業

再々評価 23 31 30 1.0

・岩城海岸の背後には新潟
と青森を結ぶ主要幹線道路
の国道7号があることか
ら、旅客・物流が遮断され
た場合、付近に迂回路がな
いため損害は広域的かつ甚
大なものとなる。また、災
害時の緊急・救護輸送道路
として位置づけされており
その影響については計りし
れないものがある。
・このため侵食による被害
を未然に防止する必要があ
る。

継続

本省河川局
砂防部保全課

海岸室
(室長　岸田弘之)

本省配分
対象事業

本荘海岸侵食対策
事業
秋田県

【内訳】
　侵食防護便益：34億円

【主な根拠】
　侵食地域内戸数：39戸
　侵食面積：21ha

岩城海岸侵食対策
事業
秋田県

【内訳】
　侵食防護便益：31億円

【主な根拠】
　侵食地域内戸数：31戸
　侵食面積：22ha

総事業費
（億円）

費用便益分析

便益の内訳及び主な根拠

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析

蒲田急傾斜地崩壊
対策事業
秋田県

【内訳】
直接被害軽減額 17.6億

【主な根拠】
・被害家屋24戸
・公民館1棟、市道700m　等

事 業 名
事業主体

該当基準
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ

貨幣換算が困難な効果等
による評価

対応方針
担当課

（担当課長名）
貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C

(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

備考

備考



【道路・街路事業】
（直轄事業）

10年
継続中

230 628 227 2.8

・地域高規格道路（盛岡秋
田道路）の一部を構成す
る。（秋田市～盛岡市
151分→145分）
・「秋田わか杉国体2007」
を支援するとともに、主要
な観光地へのアクセス向上
が期待される。（田沢湖
町：288万人、角館町：244
万人）

継続

本省道路局
国道・防災課

（課長　木村　昌
司）

本省配分
対象事業

10年
継続中

450 885 563 1.6

・現道における渋滞損失時
間の改善が見込まれる。
（47.7→4.0万人時間/年）
・一般国道13号（現道）の
災害や交通事故による通行
止めに伴う迂回移動が回避
される。

継続

本省道路局
国道・防災課

（課長　木村　昌
司）

本省配分
対象事業

10年
継続中

410 1,704 370 4.6

・地域高規格道路（会津縦
貫北道路）の一部を構成す
る。（会津若松市～喜多方
市　39分→29分）
・主要な観光地へのアクセ
ス向上が期待される。（喜
多方市街：137万人、会津
若松市街：218万人、猪苗
代町：163万人）

継続

本省道路局
国道・防災課

（課長　木村　昌
司）

本省配分
対象事業

再々評価 170 359 193 1.9

・現道における渋滞損失時
間の改善が見込まれる。
（43.2万人時間/年→解
消）
・一般国道4号（現道）の
災害や交通事故による通行
止めに伴う迂回移動が回避
される。

継続

本省道路局
国道・防災課

（課長　木村　昌
司）

本省配分
対象事業

再々評価 300 304 234 1.3

・地域高規格道路（宮古盛
岡横断道路）の一部を構成
する。（盛岡市～宮古市
115分→108分）
・防災点検要対策箇所
（2ヶ所未対策）の解消に
資する。

継続

本省道路局
国道・防災課

（課長　木村　昌
司）

本省配分
対象事業

再々評価 910 5,070 1,373 3.7

・仙台港（特定重要港湾）
へのアクセス向上に資す
る。（仙台港～仙台空港
44分→15分）（※プローブ
カーによる旅行速度調査結
果より）
・宮城県が事業主体の仙台
港背後地土地区画整理事業
と連携を図る。

継続

本省道路局
国道・防災課

（課長　木村　昌
司）

本省配分
対象事業

再々評価 70 143 85 1.7

・現道における渋滞損失時
間の改善が見込まれる。
（113万人時間/年→５割削
減）
・歩行者・自転車の通行の
快適・安全性の向上が期待
できる。（自転車交通量：
3,261台/12ｈ、歩行者交通
量：2,297人/12ｈ）

継続

本省道路局
国道・防災課

（課長　木村　昌
司）

本省配分
対象事業

※１　事業全体の費用便益分析に代えて、既供用区間を除く区間を対象とした費用便益分析を行っている。

一般国道45号
坂下拡幅
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：121億円
走行費用短縮便益：19億円
交通事故減少便益：3億円
【主な根拠】
計画交通量：39,600台/日

一般国道106号
都南川目道路
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：264億円
走行費用短縮便益：24億円
交通事故減少便益：15億円
【主な根拠】
計画交通量：8,800台/日

一般国道6号
仙台東部道路
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：4,473億円
走行費用短縮便益：388億円
交通事故減少便益：208億円
【主な根拠】
計画交通量：42,900台/日

一般国道121号
会津縦貫北道路
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：1,524億円
走行費用短縮便益：128億円
交通事故減少便益：53億円
【主な根拠】
計画交通量：21,000台/日

一般国道4号
土屋バイパス
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：348億円
走行費用短縮便益：8億円
交通事故減少便益：3億円
【主な根拠】
計画交通量：16,700台/日

一般国道46号
角館バイパス
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：482億円
走行費用短縮便益：121億円
交通事故減少便益：25億円
【主な根拠】
計画交通量：12,600台/日

一般国道13号
上山バイパス
東北地方整備局

【内訳】
走行時間短縮便益：847億円
走行費用短縮便益：37億円
交通事故減少便益：2億円
【主な根拠】
計画交通量：25,500台/日

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

備考



【道路・街路事業】
（補助事業等）

再々評価 90 104 90 1.1

・すれ違い困難箇所が解消
される
・主要観光地（下北半島国
定公園　恐山140万人/年）
へのアクセスが向上する
・第１次緊急輸送道路であ
り、緊急時の安全性が確保
される

継続

本省道路局
国道・防災課

（課長　木村　昌
司）

本省配分
対象事業

再々評価 28 19 12
1.6
※１

・すれ違い困難箇所が解消
される
・第２次緊急輸送道路であ
り、緊急時の安全性が確保
される
・落石崩壊危険箇所(4箇
所）が回避される

見直し
継続

本省道路局
国道・防災課

（課長　木村　昌
司）

本省配分
対象事業

10年
継続中

44 56 49 1.1

・和井内地区のすれ違い困
難箇所を解消
・日常活動圏へのアクセス
向上（和井内→宮古市4分
短縮）

継続

本省道路局
国道・防災課

（課長　木村　昌
司）

本省配分
対象事業

10年
継続中

74 185 85 2.2

・主要渋滞ポイント（今泉
交差点）の渋滞緩和を図
る。
・第３次救急医療施設（公
立置賜病院）へのアクセス
強化を図る。

継続

本省道路局
国道・防災課

（課長　木村　昌
司）

本省配分
対象事業

10年
継続中

12 22 15 1.5

・渋滞損失時間約16千人・
時間/年の改善が見込まれ
る
・農林水産品の流通の利便
性が向上する
・真室川中学校生徒等の歩
行者の安全性確保を図る
・緊急輸送道路として位置
づけられ、一般国道47号の
代替路線を形成する

継続

本省道路局
国道・防災課

（課長　木村　昌
司）

本省配分
対象事業

5年
未着工

－ － － － －
評価
手続中

本省道路局
国道・防災課

（課長　木村　昌
司）

本省配分
対象事業

10年
継続中

71 222 72 3.1

三春町中心市街地の交通混
雑の緩和を図るとともに、
緊急輸送路（第２次確保路
線）としての機能を確保す
ることができる。

継続

本省道路局
国道・防災課

（課長　木村　昌
司）

本省配分
対象事業

※１　事業全体の費用便益分析に代えて、既供用区間を除く区間を対象とした費用便益分析を行っている。

一般国道118号
小沼崎バイパス
福島県

－

一般国道288号
三春西バイパス
福島県

【内訳】
走行時間短縮便益：174億円
走行費用短縮便益：41億円
交通事故減少便益：7.1億円
【主な根拠】
計画交通量：30,220台／日

一般国道287号
長井南バイパス
山形県

【内訳】
走行時間短縮便益：130億円
走行費用短縮便益：39億円
交通事故減少便益：16億円
【主な根拠】
計画交通量：16,900台／日

一般国道344号
秋山バイパス
山形県

【内訳】
走行時間短縮便益：18億円
走行費用短縮便益：-0.5億円
交通事故減少便益：5.3億円
【主な根拠】
計画交通量：5,200台／日

一般国道338号
長後バイパス
青森県

【内訳】
走行時間短縮便益：18億円
走行費用短縮便益：1億円
交通事故減少便益：0億円
【主な根拠】
計画交通量：1,100台／日

一般国道340号
和井内道路
岩手県

【内訳】
走行時間短縮便益：54億円
走行費用短縮便益：0.1億円
交通事故減少便益：2億円
【主な根拠】
計画交通量：1,000台／日

一般国道338号
白糠バイパス
青森県

【内訳】
走行時間短縮便益：94億円
走行費用短縮便益：9億円
交通事故減少便益：1億円
【主な根拠】
計画交通量：2,700台／日

貨幣換算が困難な効果等
による評価

対応方針
担当課

（担当課長名）
貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C

(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

費用便益分析
事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

備考



【土地区画整理事業】

10年
継続中

240 230 99 2.3

・都市圏の交通円滑化の推
進（道路整備によるバスや
タクシー等の輸送量の増
大）
・地域・都市の基盤の形成
（地区計画の導入による安
全な歩行者動線の確保、魅
力的な都市空間の創造）

継続
東北地方整備局
都市・住宅整備課
(課長　岩崎宏和)

一括配分
対象事業

10年
継続中

129 152 57 2.7

・中心市街地の活性化（街
区の再編、低未利用地の入
れ替え・集約等を行う）
・地域・都市の基盤の形成
（無電柱化推進計画に位置
づけ、良好な都市の基盤形
成を図る）

継続

東北地方整備局
都市・住宅整備課
（課長　岩崎宏

和）

一括配分
対象事業

10年
継続中

51 32 9.4 3.4

・中心市街地の活性化（街
区の再編、低未利用地の入
れ替え・集約等を行う）
・道路の防災対策・危機管
理の充実（幅員6m以上の道
路がないため消火活動がで
きない地区が解消する）

継続
都市・地域整備局
市街地整備課

(課長　松田秀夫)

本省配分
対象事業

【都市再生推進事業】

(都市防災総合推進事業)

10年継続
中

2.2 42 2.2 19.1
・事業の必要性
・事業進捗の見込み
・災害発生の危険度

継続

本省
都市・地域整備局
まちづくり推進課
（課長　大藤

朗）

本省配分
対象事業

【港湾整備事業】
（直轄事業）

再々評価 920 2,926 1,961 1.5

・防波堤整備により、港内
静穏度が高まり、操船や係
船、荷役での安全性が向上
する。
・物流機能の安全性・信頼
性の向上により、地元企業
の国際競争力が強化され
る。

継続
本省港湾局
計画課

(課長 富田英治)

本省配分
対象事業

再々評価 412 717 406 1.8

・防波堤整備により、港内
静穏度が高まり、荷役の遅
れや係船ロープ切断等の障
害が低減される。
・物流機能の安全性・信頼
性の向上により、地元企業
の国際競争力が強化され
る。
・コンテナターミナルが外
港地区に集約されること
で、既存コンテナターミナ
ルおよびフェリーターミナ
ルの混雑が緩和され、効率
的利用が図られる。
・物流機能の再編により、
これまで確保が困難であっ
た倉庫用地やフェリー岸壁
背後の駐車スペースが確保
できる。

継続
本省港湾局
計画課

(課長 富田英治)

本省配分
対象事業

三枚橋地区土地区
画整理事業
横手市

【内訳】
　走行時間短縮便益：24億円
　走行費用減少便益：4.5億円
　交通事故減少便益：3.8億円
【主な根拠】
　計画交通量：5,000台

都市防災総合推進
事業
（国道４５号線小
田原地区）
仙台市

延焼遮断効果　18億円
人命保護効果　24億円
の合計による

八戸駅西土地区画
整理事業
八戸市

【内訳】
　走行時間短縮便益：215億円
　走行費用減少便益：14億円
　交通事故減少便益：1.3億円
【主な根拠】
　計画交通量：23,240台

本荘中央地区土地
区画整理事業
由利本荘市

【内訳】
　走行時間短縮便益：147億円
　走行費用減少便益：4.2億円
　交通事故減少便益：-0.16億
円
【主な根拠】
　計画交通量：6,600台

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

八戸港　八太郎地
区・外港地区
防波堤整備事業
東北地方整備局

【内訳】
 輸送ｺｽﾄの削減便益：2,059億
円
 安全性の向上便益：846億円
 その他の便益：21億円

【主な根拠】
 平成25年度予測取扱貨物量：
1,984万トン/年
 平成25年度予測避泊隻数：13
隻/回

秋田港　外港地区
防波堤整備事業
東北地方整備局

【内訳】
 輸送ｺｽﾄの削減便益：713億円
 その他の便益：3.4億円

【主な根拠】
 平成32年度予測想取扱貨物
量：99万トン/年

貨幣換算が困難な効果等
による評価

対応方針
担当課

（担当課長名）

備考

備考

備考



再々評価 623 1,100 842 1.3

・防波堤整備により、港内
静穏度が高まり、荷役の遅
れや係船ロープ切断等の障
害が低減される。
・物流機能の安全性・信頼
性の向上により、地元企業
の国際競争力が強化され
る。

継続
本省港湾局
計画課

(課長 富田英治)

本省配分
対象事業

再々評価 263 532 326 1.6

・地域の防災機能、緊急輸
送体制の向上に寄与する。
・防波堤整備により、港内
静穏度が高まり、操船や係
船、荷役での安全性が向上
する。
・物流機能の効率化によ
り、地元企業の国際競争力
が強化される。

継続
本省港湾局
計画課

(課長 富田英治)

本省配分
対象事業

【港湾整備事業】
（補助事業等）

１０年
継続中

26 45 26 1.7

・八戸港の大規模地震時に
おける物資海上輸送拠点施
設（八太郎N岸壁）と隣接
地区へ連絡が可能となり、
緊急輸送体制が強化され
る。
・港湾貨物の輸送効率化に
より、CO2(1,079ﾄﾝ/年)及び

NOX(28ﾄﾝ/年)の排出量が軽

減される。

継続
本省港湾局
計画課

(課長 富田英治)

本省配分
対象事業

再々評価 80 121 104 1.2

・防波堤整備により静穏度
が増すことで、輸送の信頼
性及び安全性が向上する。
・物流機能の安全性・信頼
性の向上により、地元企業
の競争力が強化される。

継続

東北地方整備局
港湾空港部
港湾計画課

(課長 正岡 孝)

一括配分
対象事業

１０年
継続中

58 63 56 1.1

・廃棄物の輸送の効率化に
より、CO2及びNOX等の排出

量が軽減される。
・造成後の土地が、震災時
の活用用地等として利用可
能となる。

継続

本省港湾局
環境・技術課
環境整備計画室
(室長 八尋明彦)

本省配分
対象事業

酒田港　本港地区・
北港地区
防波堤整備事業
東北地方整備局

【内訳】
 輸送ｺｽﾄの削減便益：442億円
 安全性の向上便益：653億円
 その他の便益：5.1億円

【主な根拠】
 平成32年度予測取扱貨物量：
102万トン/年
 平成32年度予測避泊船隻数：5
隻/回

相馬港　３号ふ頭地
区
多目的国際ターミナ
ル（耐震）整備事業
東北地方整備局

【内訳】
 輸送ｺｽﾄの削減便益：181億円
 震災時における
 輸送ｺｽﾄの削減便益：6.0億円
 震災時における
 施設被害の回避便益：23億円
 安全性の向上便益：317億円
 その他の便益：5.3億円

【主な根拠】
 平成29年度予測取扱貨物量：
63万トン/年
 平成29年度予測避泊船隻数：5
隻/回

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

【内訳】
 処分コストの削減便益：53億
円
 その他の便益：10億円

【主な根拠】
 処分容量：920千m3

八戸港　八太郎地
区
臨港道路整備事業
青森県

【内訳】
 走行時間短縮便益：1.1億円
 走行経費削減便益：23億円
 震災時における走行費用削減
便益：11億円
 震災時における施設被害の回
避便益：9.7億円

【主な根拠】
 平成11年度交通量調査（貨物
車）：9,800台/日

七里長浜港　鳴沢
地区
防波堤整備事業
青森県

【内訳】
 輸送ｺｽﾄの削減便益：116億円
 移動ｺｽﾄの削減便益：1.3億円
 安全性の向上便益：2.4億円
 その他の便益：0.89億円

【主な根拠】
 平成28年度予測取扱貨物量：
45.6万トン/年
 平成24年度予測旅客船数：約3
隻/年
 平成24年度避難隻数：0.1隻/
年

石巻港　雲雀野地
区
廃棄物海面処分場
整備事業
宮城県

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
（担当課長名）

備考

備考



【公営住宅整備事業等】

建設中
（戸）

計画期間

10年継続
中

7.1 55 0 H7～H28 ・継続して事業を実施 継続

東北地方整備局
都市・住宅整備課
（課長　岩﨑宏

和）

一括配分
対象事業

再々評価 17 102 0 H4～H20 ・継続して事業を実施 継続

東北地方整備局
都市・住宅整備課
（課長　岩﨑宏

和）

一括配分
対象事業

10年継続
中

20 94 12 Ｈ8～Ｈ22 ・継続して事業を実施 継続

東北地方整備局
都市・住宅整備課
（課長　岩﨑　宏

和）

一括配分
対象事業

【住宅市街地基盤整備事業】

10年継続
中

41 8,634 291 29.7 継続

再々評価 4.3 35 12 2.9 継続

【住宅市街地総合整備事業】

10年継続
中

継続

住宅局
市街地住宅整備室
（室長　橋本公

博）

本省配分
対象事業

※斜字体については、簡易比較法を採用しているため、Ｂ、Ｃそれぞれを年当たりの数値（億円/年）で記入している。

10年継続
中

70 4.7 4.4 1.1

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

10年継続
中

58 3.2 3.1 1.0

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

10年継続
中

203 13 9.8 1.3

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

【内訳】
生活環境の改善　　　：0.84億
円/年
便所の水洗化効果　　：2.4億
円/年
【主な根拠】
便益算定人口：0.28万人

八幡平市公共下水
道事業（西根処理
区）
岩手県八幡平市

【内訳】
生活環境の改善　　　：5.3億
円/年
便所の水洗化効果　　：7.7億
円/年
【主な根拠】
便益算定人口：1.2万人

計画戸数
（戸）

事業の進捗状況

対応方針
担当課

（担当課長名）供給戸数
（戸）

90

柴宮団地公営住宅
整備事業
福島県

82

横須賀団地公営住
宅整備事業
宮城県大崎市

8

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

【下水道事業】

担当課
（担当課長名）

本荘中央地区住宅
市街地総合整備事
業
秋田県由利本荘市

チェックリストによる評価を実施。
地区内の住環境を阻害している老朽建物密集市街地の解消や緑地整備などによって居住環境を良好にし、人
口定着を確保すること、また関係地権者の合意形成がなされていることなどから当事業の有効性が高いため
継続と判断した。

事 業 名
事業主体

該当基準 貨幣換算が困難な効果等による評価 対応方針

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

六ヶ所村公共下水
道事業（中部処理
区）
青森県六ヶ所村

【内訳】
生活環境の改善　　　：1.2億
円/年
便所の水洗化効果　  ：3.5億
円/年
【主な根拠】
便益算定人口：0.46万人

外ヶ浜町特定環境
保全公共下水道事
業（三厩処理区）
青森県外ヶ浜町

松ヶ丘団地建替事
業
秋田県にかほ市

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

貨幣換算が困難な効果等
による評価

対応方針
担当課

（担当課長名）
貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C

(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

費用便益分析

盛岡駅西口・盛岡
南

住宅宅地事業・施設整備の
進捗状況　等

東北地方整備局
都市・住宅整備課
（課長　岩﨑宏

和）
　向中野飯岡新田
線他4路線（区画）
　岩手県

【内訳】
　走行時間短縮便益：8,348億
円
　走行経費減少便益：192億円
　交通事故減少便益：94億円
【主な根拠】
　計画交通量：55,876台/日

秋田新都市

住宅宅地事業・施設整備の
進捗状況　等

東北地方整備局
都市・住宅整備課
（課長　岩﨑宏

和）
　上北手雄和線
（街路）
　秋田市

【内訳】
　走行時間短縮便益：55億円
　走行経費減少便益：-13億円
　交通事故減少便益：-6.8億円
【主な根拠】
　計画交通量：11,800台/日

備考

備考

備考

備考

一括配分
対象事業

一括配分
対象事業



10年継続
中

58 3.6 2.8 1.3

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

10年継続
中

66 4.1 3.9 1.1

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

その他 45 2.9 2.7 1.1

・地元情勢、自然環境条件
等に大きな変化がなく、概
ね計画通りであることか
ら、順調に進捗している。
等

継続

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

10年継続
中

－ － － － －
評価手続
き中

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

10年継続
中

59 4.2 4.0 1.1

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

10年継続
中

34 2.0 1.9 1.1

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

10年継続
中

14 0.99 0.94 1.1

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

10年継続
中

175 472 433 1.1

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

本省都市・地域整
備局

下水道部下水道事
業課

（課長　栗原　秀
人）

本省配分
対象事業

10年継続
中

65 2.1 2.0 1.1

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

10年継続
中

46 2.3 1.8 1.3

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

10年継続
中

175 472 433 1.1

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

東北地方整備局
建政部都市整備課
（課長　岩崎　宏

和）

一括配分
対象事業

10年継続
中

88 5.0 4.5 1.1

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

会津美里町公共下
水道事業（高田処
理区）
福島県会津美里町

【内訳】
生活環境の改善　　　：1.8億
円/年
便所の水洗化効果　　：3.2億
円/年
【主な根拠】
便益算定人口：0.78万人

二本松市特定環境
保全公共下水道事
業（岩代処理区）
福島県二本松市

【内訳】
生活環境の改善　　　：0.56億
円/年
便所の水洗化効果　　：1.3億
円/年
公共用水域の水質保全：0.41億
円/年
【主な根拠】
便益算定人口：0.15万人

田村市公共下水道
事業（田村処理
区）
福島県田村市

【内訳】
生活環境の改善　　　：148億
円
便所の水洗化効果　　：324億
円
【主な根拠】
便益算定人口：2.3万人

福島県大滝根流域
下水道事業（田村
処理区）
福島県

【内訳】
生活環境の改善　　　：148億
円
便所の水洗化効果　　：324億
円
【主な根拠】
便益算定人口：2.3万人

喜多方市特定環境
保全公共下水道事
業（熱塩加納処理
区）
福島県喜多方市

【内訳】
生活環境の改善　　　：0.92億
円/年
便所の水洗化効果　　：1.2億
円/年
【主な根拠】
便益算定人口：0.28万人

大蔵村特定環境保
全公共下水道事業
（清水処理区）
山形県大蔵村

【内訳】
生活環境の改善　　　：1.0億
円/年
便所の水洗化効果　　：1.1億
円/年
【主な根拠】
便益算定人口：0.20万人

尾花沢市特定環境
保全公共下水道事
業（銀山処理区）
山形県尾花沢市

【内訳】
生活環境の改善　　　：0.03億
円/年
便所の水洗化効果　　：0.96億
円/年
【主な根拠】
便益算定人口：0.17万人

八峰町公共下水道
事業（沢目処理
区）
秋田県八峰町

－

真室川町公共下水
道事業（真室川処
理区）
山形県真室川町

【内訳】
生活環境の改善　　　：1.7億
円/年
便所の水洗化効果　　：2.5億
円/年
【主な根拠】
便益算定人口：0.50万人

大崎市公共下水道
事業（岩出山処理
区）
宮城県大崎市

【内訳】
生活環境の改善　　　：1.6億
円/年
便所の水洗化効果　　：2.5億
円/年
【主な根拠】
便益算定人口：0.68人

由利本荘市公共下
水道事業（矢島処
理区）
秋田県県由利本荘
市

【内訳】
生活環境の改善　　　：1.1億
円/年
便所の水洗化効果　　：1.8億
円/年
【主な根拠】
便益算定人口：0.40万人

軽米町特定環境保
全公共下水道事業
（軽米処理区）
岩手県九戸郡軽米
町

【内訳】
生活環境の改善　　　：0.92億
円/年
便所の水洗化効果　　：2.7億
円/年
【主な根拠】
便益算定人口：0.4万人

貨幣換算が困難な効果等
による評価

対応方針
担当課

（担当課長名）
備考

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠



10年継続
中

76 4.4 4.0 1.1

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

10年継続
中

47 2.7 2.4 1.1

・地元情勢、社会経済情勢
及び自然環境条件等に大き
な変化がなく、概ね計画通
りであることから、順調に
進捗している。　等

継続

東北地方整備局
建政部都市・住宅

整備課
（課長　岩崎宏和

）

一括配分
対象事業

10年経過 60     91     88         1.0        

・あいづ地方拠点都市地域基
本計画において、都市防災に
配慮した公園として位置づけ
られている。
・中心市街地活性化基本計
画において、市街地活性化の
核として整備を推進することと
されている。
・第五次猪苗代町振興計画に
おいて、町のシンボルゾーン
としての拠点形成を図ること
とされている。

継続
都市・地域整備局
公園緑地課
(課長 小川陽一)

本省配分
対象事業

柳津町特定環境保
全公共下水道事業
（柳津処理区）
福島県柳津町

【内訳】
生活環境の改善　　　：1.1億
円/年
便所の水洗化効果　　：1.6億
円/年
【主な根拠】
便益算定人口：0.35万人

会津美里町公共下
水道事業（本郷処
理区）
福島県会津美里町

【内訳】
生活環境の改善　　　：1.3億
円/年
便所の水洗化効果　　：3.1億
円/年
【主な根拠】
便益算定人口：0.62万人

亀ヶ城公園
猪苗代町

【内訳】
利用価値　：91億円
【主な根拠】
誘致距離　：15km
誘致圏人口：15万人

【都市公園事業】

（補助事業等）

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価
対応方針

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

貨幣換算が困難な効果等
による評価

対応方針
担当課

（担当課長名）
備考

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

備考


